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多様な主体の参画・協働による子育て支援事例

みえ次世代育成応援企業等マッチングシステム（三重県）
父親の子育て参加促進事業（埼玉県）

（「お父さん応援講座」の実施）

　「みえ次世代育成応援ネットワーク（インターネット上の情報
交換等のネットワーク；平成１８年６月～）」会員企業・団体を
中心に、企業から使わなくなった備品や事務用品を提供してもら
い、子育て支援団体に斡旋したり、場所の貸出や人材の紹介等、
会員間で物とサービスのやりとりをネット上で行うシステム。
（平成１９年９月から実施）

　多くの父親にとって身近な場所である職場において同僚ととも
に、子育ての楽しさを実感し、具体的に活用できる地域の社会資
源などを学ぶ、「お父さん応援講座」を実施し、父親の子育て参
加を進める。（平成１９年度から実施）
（実施の流れ）
　企業等→県に申込→県が実施主体（ＮＰＯ法人）と調整
　→ＮＰＯ法人が企業等に出向いて講座を実施

○あるクラフトメーカーが製品とならない素材（紙）を保育園へ
　提供し活用していた事例があり、その動きが子育て支援セン
　ターや他の保育園へと広がっていったことがきっかけとなっ
　た。

○父親の子育て参加を促進する事業の実施にあたり、事業案に
　ついて民間団体から企画提案を公募し、採用したもの。

行　政
○ネットワークの運営管理、事業の広報、企業・団体等への働き
　かけ

○受講の募集・広報、企業等からの申込受付、委託事業者との
　調整
○講座実施経費（講師人件費、教材費等）の負担
○県職員を対象とした講座の先行実施

企業等 ○物・サービスの提供（備品、事務用品等が中心）
○講座実施の企画、受講者の募集
○講座の中で自社の育児との両立支援制度の説明を併せて実施

ＮＰＯ法人等
○サービスの提供（子育て支援団体による、イベント等での子ど
　もダンスの披露や出前子育て相談の実施など）

○講座プログラムの開発、プログラムを実施する人材の養成、
　企業等との打合せ、講座の実施

○約６００企業・団体が参画
○マッチング実績（平成１９年９月～２月）
　・事務用品を中心に２４件、サービスについては未把握

○民間事業者４社＋県庁

○中小企業にも取り組みやすい地域貢献の仕組みを作ることで、
　地元企業と子育て支援団体の交流が生まれた。

○企業・事業所で実施することにより、仕事に忙しい父親も参加
　でき、父親の子育てへの参加意識を高め、職場でのワークライ
　フバランスを進めることができた。
○実施企業からは継続して開催する方向で検討中との声もある。

○事業のさらなる周知
○県内の子育てサークルやＮＰＯ法人には、インターネットに
　つながる環境が整っていないところも多く、紙ベースでの広
　報や対応が重要。
○提供企業の開拓（具体的に提供する物やサービスの確保）

○企業では、従業員の父親としての子育て支援となると関心が
　あまり高くないのが現状。事業のさらなる広報とあわせ、県庁
　職員が企業を直接訪問して、事業のＰＲを進めていくなど地道
　な取組が重要。

効　　果

今後の方向性

関
わ
り
方

○多様な主体の参画・協働による取組としては、計画・施策の企画立案・点検・評価への子育て団体等の参画、行政から団体への事業
　委託、団体等への助成など、多様な形があり得るが、協働による事業実施としては、以下のような取組例もある。

取組事例

取組の概要

取組のきっかけ

実　　績
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子育て総合支援センター事業（徳島県） 子育てネットの運営・マップづくり（三鷹市）

　徳島県子育て総合支援センター“みらい”（平成１８年１１月
に徳島県男女共同参画交流センター内に開設）では、子育て関係
組織等の取り組みを総合的にコーディネートするとともに、関係
機関等の連携推進や人材育成、子育て支援情報の集積・発信、相
談事業の実施等、地域における子育て支援活動を積極的に支援

　「みたか子育てネット」（ネットワーク上で、様々な子育て情
報の紹介や子育て相談を行っているサイト）の運営や、「三鷹お
でかけマップ」（乳幼児の保護者を対象にした市内まちあるき
マップ）の作成を企業やＮＰＯ法人と協働して実施。

○子育て家庭の支援に向けて、市町村・ＮＰＯ・子育てサークル
　等の組織が活動を展開する中、さらなる利便性と相互の連携
　強化を図ることにより、地域の子育て機能の総合力を高め、
　次世代育成支援を推進することを目的に開設

○第３セクターである（株）まちづくり三鷹を設立し、地域振興
　を進めてきた中で、子育て中のママが活動母体となっているＮ
　ＰＯ法人と関わりを持ったこと。より市民に近いところで運営
　をすることが、市民との距離感を縮めるとの思い。

行　政

（市町村）○子育て支援機関等連携推進会議への参画や情報提供
（県）　　○子育て支援機関等連携推進会議の開催
　　　　　○情報集積・発信
　　　　　○地域の子育て支援に関わる人材活用や養成事業の実施

　　　　　○子育て支援活動者に向けた相談事業の実施

○掲載コンテンツの決定
○ネットを通じて寄せられた質問に対する回答等
○マップの編集・発行については行政とＮＰＯ法人が協働

企業等
○児童養護施設や保育所を運営する社会福祉法人が子育て支援
　機関等連携推進会議に参画し、活動紹介や提案を行う。
○企業と連携した子育て支援の取り組みが今後の課題である。

○サイト全般の管理運営

ＮＰＯ法人等
○子育て支援機関等連携推進会議に参画し、活動紹介や提案を
　行う。
○子育てサークル等に出向き活動支援（子育て応援の匠派遣事業）

○子育てネットのコンテンツ更新など運営全般
○マップの取材、編集

○子育て支援機関等連携推進会議を県域４ブロックで開催
○ニュースレターの発行○医師等の有資格者や子育て支援活動の
実践者を「子育て応援の匠」として登録・派遣する。○ボラン
ティア養成講座の開催や養成講座修了者の登録○子育てサークル
支援研修を実施○相談事業の実施○研修室や託児室等の設備を有
する男女共同参画交流センターの特性を活かした共催事業の実施

○子育てネットの年間アクセス数約450,000件
○マップについては、毎年度５～６千部を発行

○子育て支援機関の連携推進
○子育て支援活動者の情報交流
○人材育成

○コンテンツについては、母親の視点でまとめたものや母親同
　士、双方向で得られる情報等を中心にまとめられており、特
　に子育てネットは、24時間いつでも欲しい情報にアクセスで
　き、実用性が高いとの評価を受けている。
　URL  http://www.kosodate.mitaka.ne.jp/

○事業のＰＲ等を進め、子育て支援関係者のセンター事業活用の
 拡大を図る。
○さまざまな子育て支援活動のネットワークづくりや支援事業を
 進め、地域での子育て支援活動がより広がりをもち、充実した
 ものとなるようコーディネート、支援を行っていく。

○情報提供のみならず、保育士など専門家が地域（住民協議会が
　管理するコミュニティセンター）に出向き、出前型の親子ひろ
　ば事業を展開することや、協働センターを中心に、子育てＮＰ
　Ｏとの定期的な情報交換会を実施するなど、協働の展開をさら
　に進めている。

実　　績
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今後の方向性

取組事例

取組の概要
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